
は
し
が
き

明
治
維
新
後
の
近
代
国
家
に
お
け
る
地
方
自
治
制
度
と
し
て
市
制
町
村
制
、
府
県
制
が
制
定
さ
れ
て
以
来
お
よ
そ
一
二

年
が
、

ま
た
戦
後
、
日
本
国
憲
法
の
も
と
で
地
方
自
治
法
が
制
定
さ
れ
て
以
来
お
よ
そ
六

年
が
経
ち
、
わ
が
国
の
地
方
自
治
制
度
は
時
代

と
と
も
に
変
遷
を
重
ね
な
が
ら
も
発
展
し
て
き
ま
し
た
。

平
成
一
二
年
四
月
に
は

地
方
分
権
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
地
方
分
権
一
括
法
）
が
施

行
さ
れ
、
地
方
分
権
改
革
の
端
緒
が
開
か
れ
ま
し
た
（
第
一
次
分
権
改
革
）。
地
方
分
権
改
革
は
、
明
治
維
新
、
戦
後
改
革
に
次
ぐ

第
三
の
改
革

と
称
さ
れ
、
国
と
地
方
公
共
団
体
と
の
関
係
を
従
来
の

上
下
・
主
従

の
関
係
か
ら

対
等
・
協
力

の
関
係

に
転
換
し
、
分
権
型
社
会
を
構
築
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

地
方
分
権
一
括
法
に
よ
り
、
地
方
自
治
法
を
は
じ
め
、
地
方
財
政
法
、
地
方
税
法
な
ど
地
方
自
治
制
度
の
基
本
と
な
る
法
律
が
改

正
さ
れ
ま
し
た
。
地
方
自
治
法
に
お
い
て
は
、
国
と
地
方
公
共
団
体
と
の
役
割
分
担
の
明
確
化
、
機
関
委
任
事
務
制
度
の
廃
止
と
事

務
区
分
の
再
構
成
、
国
の
関
与
の
あ
り
方
の
見
直
し
な
ど
、
そ
の
核
心
的
な
部
分
に
つ
い
て
大
き
な
改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

地
方
分
権
一
括
法
の
施
行
か
ら
一
二
年
余
が
経
過
し
、
こ
の
間
に
、
平
成
の
市
町
村
合
併
、
地
方
税
財
政
に
か
か
る
三
位
一
体
の

改
革
な
ど
が
実
施
さ
れ
ま
し
た
。
引
き
続
い
て
、
第
二
次
分
権
改
革
、
地
域
主
権
改
革
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
地
域
の
自
主

性
・
自
立
性
を
い
っ
そ
う
高
め
、
真
の
地
方
自
治
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
国
と
地
方
の
役
割
分
担
の
見
直
し
、
地
方
税
財
源
の
充

実
確
保
、
住
民
自
治
の
拡
充
な
ど
、
今
後
さ
ら
に
取
り
組
む
べ
き
課
題
は
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

本
書
の
初
版
は
、
分
権
時
代
の
職
員
研
修
基
礎
講
座

（
平
成
一
二
年
七
月
初
版
発
行
）
の
改
題
新
版
と
し
て
、
平
成
一
八
年

一

月
に
上
梓
し
た
も
の
で
す
。
こ
れ
ら
は
、
自
治
体
職
員
や
地
方
自
治
の
研
究
者
が
地
方
行
財
政
制
度
の
基
本
的
な
し
く
み
を
理



解
す
る
た
め
の
概
説
書
と
し
て
発
行
さ
れ
、
自
治
体
に
お
け
る
職
員
研
修
の
テ
キ
ス
ト
と
し
て
使
用
さ
れ
る
ほ
か
、
自
治
体
職
員
な

ど
の
多
く
の
方
々
に
活
用
し
て
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

本
書
は
こ
れ
ま
で
、
山
谷
成
夫
氏
と
筆
者
が
分
担
し
て
執
筆
し
て
ま
い
り
ま
し
た
が
、
同
氏
は
平
成
一
九
年
八
月
に
急
逝
さ
れ
ま

し
た
。
前
年
四
月
に
札
幌
大
学
法
学
部
教
授
に
就
任
さ
れ
、
地
方
自
治
の
研
究
と
教
育
に
取
り
組
ま
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
し

た
。
筆
者
が
自
治
大
学
校
で
ご
一
緒
し
た
際
に
、
熱
心
に
研
修
生
の
指
導
に
当
た
ら
れ
る
姿
が
今
も
思
い
出
さ
れ
、
誠
に
哀
惜
の
念

に
堪
え
ま
せ
ん
。

こ
の
た
び
の
改
訂
は
初
版
の
発
行
か
ら
約
六
年
ぶ
り
と
な
り
ま
す
。
平
成
二
四
年
九
月
の
地
方
自
治
法
の
改
正
ま
で
を
区
切
り
と

し
て
、
そ
の
間
に
お
け
る
地
方
自
治
法
な
ど
関
係
法
令
の
制
定
・
改
正
、
平
成
の
合
併
や
三
位
一
体
の
改
革
の
実
績
と
課
題
、
第
二

次
分
権
改
革
や
地
域
主
権
改
革
の
推
進
状
況
、
公
務
員
制
度
改
革
の
動
向
な
ど
の
内
容
を
加
え
る
と
と
も
に
、
記
述
の
全
般
に
わ
た

る
見
直
し
を
行
い
ま
し
た
。
そ
の
責
任
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
、
筆
者
が
全
体
を
引
き
継
ぐ
こ
と
と
し
体
裁
を
改
め
て
い
ま
す
。

本
書
の
記
述
に
あ
た
っ
て
は
、
総
務
省
（
旧
自
治
省
）
や
県
庁
に
勤
務
し
、
自
治
大
学
校
に
お
い
て
自
治
体
職
員
に
対
す
る
講
義

や
演
習
指
導
に
当
た
っ
た
経
験
を
ふ
ま
え
て
、
わ
か
り
や
す
く
、
か
つ
、
実
務
に
も
役
立
つ
よ
う
心
が
け
ま
し
た
。

本
書
が
、
真
の
地
方
自
治
の
確
立
を
め
ざ
す
論
議
と
実
践
に
あ
た
り
、
い
さ
さ
か
で
も
参
考
と
な
れ
ば
望
外
の
喜
び
で
す
。

平
成
二
四
年
九
月

川

村

毅
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第
一
章

地
方
自
治
と
は
何
か

第
一
節

地
方
自
治
の
意
義

地
方
自
治
の
意
味

私
た
ち
の
毎
日
の
生
活
を
考
え
て
み
る
と
、
朝
起
き
て
顔
を
洗
う
と
き
、
そ
の
水
は
、
市
町
村
や
都
道
府
県
が
経

営
す
る
水
道
の
水
で
あ
り
、
洗
顔
後
の
汚
水
は
市
町
村
が
経
営
す
る
下
水
道
に
流
れ
込
ん
で
処
理
さ
れ
る
。
家
の

外
へ
出
る
と
、
都
道
府
県
や
市
町
村
が
管
理
し
て
い
る
道
路
を
通
り
、
多
く
の
小
中
学
生
は
市
町
村
立
の
学
校
へ
、
高
校
生
は
都
道
府
県

立
の
高
校
へ
通
う
。
安
心
し
て
外
出
で
き
る
の
は
都
道
府
県
の
警
察
が
あ
る
か
ら
と
も
い
え
る
し
、
火
事
が
起
き
た
り
急
病
人
が
出
た
り

し
た
場
合
に
は
市
町
村
消
防
の
お
世
話
に
な
る
。

そ
の
ほ
か
、
ご
み
の
収
集
・
処
理
、
保
育
所
・
老
人
ホ
ー
ム
な
ど
の
設
置
・
運
営
、
お
年
寄
り
の
介
護
、
病
気
を
し
た
と
き
の
国
民
健

康
保
険
や
都
道
府
県
立
・
市
町
村
立
の
病
院
に
よ
る
医
療
な
ど
、
都
市
型
社
会
へ
移
行
し
た
現
在
の
私
た
ち
の
生
活
は
、
市
町
村
や
都
道

府
県
が
提
供
す
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
な
し
で
は
、
一
日
も
な
り
た
た
な
い
。

さ
ら
に
、
快
適
で
安
全
な
ま
ち
づ
く
り
を
実
現
す
る
た
め
の
都
市
計
画
の
決
定
や
建
築
行
為
の
規
制
、
豊
か
な
生
活
を
め
ざ
し
て
行
わ

れ
る
農
林
水
産
業
や
商
工
業
の
振
興
、
災
害
防
止
の
た
め
の
治
山
治
水
、
住
民
だ
れ
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
よ
う
に
す
る
各
種
の
福
祉

施
策
な
ど
も
、
市
町
村
や
都
道
府
県
の
重
要
な
事
務
や
事
業
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
住
民
生
活
に
密
接
に
か
か
わ
る
地
域
公
共
の
た
め
の
事
務
や
事
業
を
行
う
こ
と
を
、
地
方
行
政
と
い
う
。

国
家
の
中
で
営
ま
れ
る
地
方
行
政
の
方
式
に
は
、
大
別
す
る
と
、
次
の
二
と
お
り
の
も
の
が
あ
る
。



第
一
次
分
権
改
革

と
残
さ
れ
た
課
題

地
方
分
権
推
進
法
に
基
づ
き
、
地
方
分
権
推
進
委
員
会
の
勧
告
に
よ
り
進
め
ら
れ
、
地
方
分
権
一
括
法
の
制
定
な

ど
に
結
実
し
た
制
度
改
革
は

第
一
次
分
権
改
革

と
呼
ば
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
改
革
は
、
国
に
よ
る
行
政
的

な
関
与
の
見
直
し
を
中
心
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
国
と
地
方
、
あ
る
い
は
都
道
府
県
と
市
町
村
の
関
係
を

対
等
・
協
力

の
関
係
へ
と

転
換
す
る
重
要
な
第
一
歩
と
位
置
づ
け
ら
れ
る
が
、
国
か
ら
地
方
へ
の
事
務
事
業
や
税
財
源
の
移
譲
の
分
野
で
は
、
必
ず
し
も
大
き
な
成

果
を
挙
げ
ら
れ
な
か
っ
た
。

そ
の
た
め
、
地
方
分
権
推
進
委
員
会
は
そ
の
最
終
報
告
（
平
成
一
三
年
六
月
）
で
、
残
さ
れ
た
改
革
課
題

と
し
て

地
方
財
政
秩

序
の
再
構
築
、

地
方
公
共
団
体
の
事
務
に
対
す
る
義
務
付
け
・
枠
付
け
等
の
緩
和
、

地
方
分
権
や
市
町
村
合
併
の
推
進
を
踏
ま
え
た

新
た
な
地
方
自
治
の
仕
組
み
に
関
す
る
検
討
、

事
務
事
業
の
移
譲
、

制
度
規
制
の
緩
和
と
住
民
自
治
の
拡
充
方
策
、

地
方
自
治

の
本
旨

の
具
体
化
を
掲
げ
て
お
り
、
引
き
続
き
、
分
権
改
革
が
進
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

そ
の
後
、
平
成
一
五
年
度
か
ら
平
成
一
八
年
度
に
は
、
国
庫
補
助
負
担
金
の
改
革
、
地
方
交
付
税
の
見
直
し
、
税
源
移
譲
を
含
む
税
源

配
分
の
見
直
し
が
、
三
位
一
体
の
改
革

と
し
て
進
め
ら
れ
た
。
こ
の
改
革
の
結
果
、
国
庫
補
助
負
担
金
が
約
四
・
七
兆
円
削
減
さ

れ
、
所
得
税
か
ら
個
人
住
民
税
へ
の
約
三
兆
円
の
税
源
移
譲
が
行
わ
れ
た
が
、
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
臨
時
財
政
対
策
債
の
減
額
を
加

え
て
約
五
・
一
兆
円
の
抑
制
が
行
わ
れ
た
（
本
書

地
方
財
政
制
度

第
二
章
第
四
節
参
照
）。

第
二
次
分
権
改
革

・

地
域
主
権
改

革

の

動

き

そ
の
ほ
か
、
第
一
次
分
権
改
革
で
残
さ
れ
た
諸
課
題
に
つ
い
て
は
、
平
成
一
八
年
に
地
方
分
権
改
革
推
進
法
が
制

定
さ
れ
、
平
成
一
九
年
に
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
が
設
置
さ
れ
て
、
国
の
法
令
に
よ
る
義
務
付
け
・
枠
付
け

の
見
直
し
と
条
例
制
定
権
の
拡
大
、
基
礎
自
治
体
へ
の
権
限
移
譲
、
国
か
ら
都
道
府
県
な
ど
へ
の
権
限
移
譲
と
国
の
出
先
機
関
の
見
直
し

な
ど
に
つ
い
て
検
討
が
行
わ
れ
た
。

地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
は
、
平
成
一
九
年
五
月
に
示
し
た

地
方
分
権
改
革
推
進
に
あ
た
っ
て
の
基
本
的
な
考
え
方

地
方
が
主

役
の
国
づ
く
り

に
お
い
て
、
い
ま
こ
そ
、
こ
れ
ま
で
の
成
果
に
よ
っ
て
築
か
れ
た

ベ
ー
ス
キ
ャ
ン
プ

を
発
ち
、
中
央
政
府
と
対

自治制度 第 節 地方分権の推進等と地方自治制度



等
・
協
力
の
関
係
に
あ
る
地
方
政
府
の
確
立
を
目
指
し
て
、
つ
ぎ
な
る
分
権
改
革
へ
と
大
胆
な
歩
み
を
刻
む
べ
き
時
機
で
あ
る
。
こ
れ

は
、
自
治
行
政
権
の
み
な
ら
ず
、
自
治
財
政
権
、
自
治
立
法
権
を
有
す
る
完
全
自
治
体
を
目
指
す
取
組
み
で
あ
る

と
し
、
分
権
型
社
会

へ
の
転
換
、
地
方
の
税
財
政
基
盤
の
確
立
な
ど

目
指
す
べ
き
方
向
性

を
示
し
、
五
つ
の
基
本
原
則
（
基
礎
自
治
体
優
先
、
明
快
・

簡
素
・
効
率
、
自
由
と
責
任
・
自
立
と
連
帯
、
受
益
と
負
担
の
明
確
化
、
透
明
性
の
向
上
と
住
民
本
位
）
を
掲
げ
て
い
る
。

同
委
員
会
は
、
平
成
二

年
五
月
か
ら
平
成
二
一
年
一
一
月
に
か
け
て
四
次
に
わ
た
る
勧
告
を
行
っ
た
が
、
そ
の
間
の
平
成
二
一
年
八

月
に
執
行
さ
れ
た
衆
議
院
議
員
総
選
挙
に
お
い
て
い
わ
ゆ
る
政
権
交
代
が
実
現
し
、
民
主
党
を
中
心
と
す
る
内
閣
が
成
立
し
た
。
民
主
党

政
権
は
、
内
閣
の
基
本
方
針
の
一
つ
と
し
て

地
域
主
権
改
革

を
掲
げ
、
閣
議
決
定
に
よ
り
地
域
主
権
戦
略
会
議
を
設
置
し
た
。

平
成
二
一
年
一
二
月
に
は

地
方
分
権
改
革
推
進
計
画
、
平
成
二
二
年
六
月
に
は

地
域
主
権
戦
略
大
綱

が
閣
議
決
定
さ
れ
、
そ

こ
で
は
、
主
要
な
改
革
項
目
と
し
て
、

義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し
と
条
例
制
定
権
の
拡
大
、

基
礎
自
治
体
へ
の
権
限
移
譲
、

国
の
出
先
機
関
の
原
則
廃
止
（
抜
本
的
な
改
革
）、

ひ
も
付
き
補
助
金
の
一
括
交
付
金
化
、

地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
、

地
方
政

府
基
本
法
の
制
定
（
地
方
自
治
法
の
抜
本
見
直
し
）、

自
治
体
間
連
携
・
道
州
制
な
ど
が
定
め
ら
れ
た
。

そ
の
後
、
平
成
二
三
年
五
月
に
は
、
国
と
地
方
の
協
議
の
場
に
関
す
る
法
律
、（
第
一
次
の
）
地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め

る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
第
一
次
改
革
推
進
一
括
法
）
お
よ
び

地
方
自
治
法
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律

が
制
定
さ
れ
た
。
な
お
、
国
会
に
お
け
る
修
正
に
よ
り
、
地
域
主
権

と
い
う
こ
と
が
憲
法
の

国
民
主
権

と
の
関
係
で
問
題
が
あ
る
と
し
て
法
律
の
題
名
が
改
め
ら
れ
、
ま
た
、
内
閣
府
に
地
域
主
権
戦
略
会
議
を
置
く
こ
と
に
か
か
る
規
定
が
削

除
さ
れ
て
い
る
。
平
成
二
三
年
八
月
に
は
、
第
二
次
改
革
推
進
一
括
法
が
制
定
さ
れ
、
さ
ら
に
平
成
二
四
年
三
月
に
は
、
第
三
次
改
革
推

進
一
括
法
案
が
国
会
に
提
出
さ
れ
た
（
同
年
九
月
、
国
会
閉
会
に
と
も
な
い
継
続
審
査
）。

地
方
自
治
法
の
抜
本
見
直
し

に
つ
い
て
は
、
総
務
省
で
開
催
さ
れ
た
地
方
行
財
政
検
討
会
議
の
審
議
結
果
を
受
け
て
、
平
成
二
三

年
一
月
に

地
方
自
治
法
抜
本
改
正
に
つ
い
て
の
考
え
方
（
平
成
二
二
年
）
が
ま
と
め
ら
れ
、
速
や
か
に
制
度
化
を
図
る
こ
と
と
さ
れ

第 章 地方自治とは何か



府
県
会
規
則

は
、
府
県
に
公
選
議
員
に
よ
る
府
県
会
を
設
置
す
る
こ
と
を
定
め
た
が
、
府
県
会
の
権
限
は
、
地
方
税
を
支
弁
す
べ

き
経
費
の
予
算
お
よ
び
そ
の
徴
収
方
法
の
議
決
な
ど
に
限
ら
れ
て
い
た
。
地
方
税
規
則

は
、
地
方
税
の
徴
収
規
則
と
も
い
う
べ
き
も

の
で
あ
る
が
、
府
県
会
規
則
と
あ
い
ま
っ
て
、
府
県
に
あ
る
程
度
の
自
治
体
と
し
て
の
性
格
を
与
え
た
。

市

制

町

村

制

の

制

定

三
新
法
の
制
定
に
よ
っ
て
、
不
完
全
で
は
あ
る
が
一
応
地
方
自
治
制
度
の
基
礎
が
確
立
さ
れ
た
。
そ
の
後
、
明
治

一
四
（
一
八
八
一
）
年
に
、
明
治
二
三
年
を
期
し
て
国
会
を
開
設
す
べ
き
旨
の
勅
諭
が
発
せ
ら
れ
る
と
、
憲
法
の

制
定
と
あ
わ
せ
て
、
近
代
的
立
憲
政
治
に
即
し
た
地
方
自
治
制
度
を
整
備
す
る
必
要
性
が
生
じ
た
。
地
方
自
治
制
度
に
つ
い
て
は
、
山
県

有
朋
が
中
心
と
な
っ
て
地
方
制
度
編
纂
委
員
会
を
設
け
、
プ
ロ
イ
セ
ン
の
制
度
を
モ
デ
ル
と
し
て
検
討
が
行
わ
れ
た
。

明
治
二
一
年
に
制
定
さ
れ
た

市
制
町
村
制

は
、
内
容
的
に
は
市
制
と
町
村
制
か
ら
成
る
が
、
形
式
的
に
は
一
本
の
法
律
で
あ
る
。

市
制
町
村
制
は
、
隣
保
団
結
の
旧
慣
を
尊
重
し
、
地
方
の
自
治
お
よ
び
分
権
の
主
義
を
実
行
す
る
た
め
、
地
方
に
事
務
を
分
任
し
、

人
民
を
し
て
こ
れ
に
参
与
せ
し
め
る

と
い
う
地
方
自
治
の
精
神
に
一
応
立
脚
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
住
民
の
う
ち
特
定
の
資
格
を
有
す

る
者
が
公
民
と
さ
れ
、
市
町
村
の
選
挙
に
参
与
し
、
市
町
村
の
名
誉
職
に
就
く
こ
と
が
公
民
の
権
利
・
義
務
と
さ
れ
た
。

市
町
村
会
は
、
選
挙
に
よ
る
名
誉
職
の
議
員
で
構
成
さ
れ
た
。
執
行
機
関
と
し
て
は
、
市
に
は
市
長
お
よ
び
参
事
会
を
置
き
、
町
村
に

は
町
村
長
を
置
い
た
。
市
長
は
、
市
会
の
推
薦
し
た
候
補
者
の
う
ち
か
ら
内
務
大
臣
が
選
任
し
、
参
事
会
は
、
市
長
と
、
市
会
の
選
挙
す

る
助
役
・
名
誉
職
参
事
会
員
で
組
織
さ
れ
た
。
町
村
長
は
、
町
村
会
が
府
県
知
事
の
認
可
を
得
て
選
挙
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

市
町
村
は
、
国
か
ら
独
立
の
法
人
格
が
認
め
ら
れ
、
市
町
村
に
関
す
る
事
件
お
よ
び
法
令
に
よ
っ
て
委
任
さ
れ
た
事
務
を
処
理
す
る
も

の
と
さ
れ
た
。
し
か
し
、
市
に
あ
っ
て
は
府
県
知
事
と
内
務
大
臣
の
監
督
を
、
町
村
に
あ
っ
て
は
そ
の
ほ
か
に
郡
長
の
監
督
を
そ
れ
ぞ
れ

受
け
、
か
つ
、
そ
の
監
督
権
の
内
容
は
き
わ
め
て
強
力
な
も
の
で
あ
り
、
内
務
大
臣
に
よ
る
市
町
村
会
の
解
散
、
予
算
強
制
な
ど
が
認
め

ら
れ
て
い
た
。
ま
た
、
府
県
知
事
お
よ
び
郡
長
は
、
市
町
村
長
、
助
役
、
市
参
事
会
員
な
ど
に
対
す
る
懲
戒
処
分
を
行
う
こ
と
が
で
き
、

条
例
の
制
定
改
廃
や
起
債
な
ど
の
市
町
村
の
行
為
に
つ
い
て
は
府
県
知
事
（
郡
長
）
の
許
可
が
必
要
と
さ
れ
て
い
た
。

自治制度 第 節 旧地方自治制度の沿革



団
体
間
の
物
の
流
通
に
重
大
な
障
害
を
与
え
る
場
合
、
ま
た
は

国
の
経
済
施
策
に
照
ら
し
て
適
当
で
な
い
場
合
を
除
き
、
認
め
ら
れ
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
特
定
の
納
税
者
に
か
か
る
税
負
担
の
割
合
が
高
い
と
見
込
ま
れ
る
法
定
外
税
に
つ
い
て
は
、
条
例
制
定
前

に
議
会
に
お
い
て
そ
の
納
税
義
務
者
か
ら
の
意
見
聴
取
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

法
定
外
普
通
税
に
つ
い
て
は
、
都
道
府
県
で
核
燃
料
税
な
ど
（
一
三
団
体
）、
石
油
価
格
調
整
税
、
臨
時
特
例
企
業
税
（
各
一
団
体
）

が
、
市
町
村
で
砂
利
採
取
税
な
ど
（
二
団
体
）、
別
荘
等
所
有
税
、
歴
史
と
文
化
の
環
境
税
、
使
用
済
核
燃
料
税
、
狭
小
住
戸
集
合
住
宅

税
（
各
一
団
体
）
が
、
法
定
外
目
的
税
に
つ
い
て
は
、
都
道
府
県
で
産
業
廃
棄
物
税
な
ど
（
二
七
団
体
）、
宿
泊
税
、
環
境
保
全
税
（
各

一
団
体
）
が
、
市
町
村
で
山
砂
利
採
取
税
、
遊
漁
税
、
環
境
未
来
税
、
使
用
済
核
燃
料
税
（
各
一
団
体
）、
環
境
協
力
税
（
三
団
体
）
が

設
け
ら
れ
て
い
る
（
平
成
二
四
年
四
月
現
在
）。

法
定
外
税
の
創
設
に
あ
た
っ
て
は
、
そ
の
目
的
、
対
象
な
ど
か
ら
み
て
、
税
を
手
段
と
す
る
こ
と
が
ふ
さ
わ
し
い
も
の
で
あ
る
か
、
税

以
外
に
よ
り
適
切
な
手
段
が
な
い
か
、
な
ど
に
つ
い
て
十
分
に
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

第
四
節

地
方
譲
与
税
等

地

方

譲

与

税

地
方
譲
与
税
に
は
、
地
方
揮
発
油
譲
与
税
、
石
油
ガ
ス
譲
与
税
、
自
動
車
重
量
譲
与
税
、
航
空
機
燃
料
譲
与
税
、

特
別
と
ん
譲
与
税
お
よ
び
地
方
法
人
特
別
譲
与
税
の
六
種
類
が
あ
る
（
第

表
参
照
）。

こ
れ
ら
の
譲
与
税
は
、
納
税
者
の
便
宜
な
ど
の
点
か
ら
国
税
と
し
て
徴
収
さ
れ
、
そ
の
ま
ま
地
方
公
共
団
体
に
譲
与
さ
れ
る
も
の
で
あ

る
。
地
方
公
共
団
体
が
徴
収
す
る
も
の
で
な
い
点
に
お
い
て
地
方
税
と
異
な
り
、
財
政
調
整
の
た
め
の
複
雑
な
配
分
方
法
を
と
ら
な
い
点

に
お
い
て
地
方
交
付
税
と
異
な
る
。

平
成
二
一
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
道
路
特
定
財
源
が
一
般
財
源
化
さ
れ
、
地
方
道
路
譲
与
税
を
地
方
揮
発
油
譲
与
税
に
改
め
る
と
と

も
に
、
地
方
揮
発
油
譲
与
税
、
石
油
ガ
ス
譲
与
税
お
よ
び
自
動
車
重
量
譲
与
税
の
使
途
制
限
は
廃
止
さ
れ
た
。
な
お
、
航
空
機
燃
料
譲
与

第 章 地方税と地方譲与税



財政制度 第 節 地方譲与税等

第 表 地方譲与税の概要（平成 年度）

譲与税目 地方揮発油譲与税 石油ガス譲与税 自動車重量譲与税 航空機燃料譲与税 特別とん譲与税 地方法人特別譲与税

譲与総額 地方揮発油税収
入額の全額

石油ガス税収入
額の

自動車重量税収
入額の
（当分の間，

に
引き上げ）

航空機燃料税収
入額の
（平成 年
度の間，
に引き上げ）

特別とん税収入
額の全額

地方法人特別税収
入額の全額

課 税 標
準・税率
等

製造場からの移
出又は保税地域
からの引取数量
揮発油に係る税

円
揮発油税

円
地方揮発油税

円

石油ガス充 場
からの移出又は
保税地域からの
引取数量

円

自動車検査証を
受ける車・車両
番号の指定を受
ける軽自動車
例）乗用自動車
自 家 用 （
年）

円 自
重 トン

航空機に積み込
まれた航空機燃
料の数量

円
（平成
年 度 の 間

円
円

）

開港へ入港する
外国貿易船の純
トン数
入港ごと
円 トン
年分一時納
付
円 トン

基準法人所得割額
付加価値割額・
資本割額及び所
得割額によって
課税される法人
税率 ％

所得割額によっ
て課税される法
人
税率 ％

基準法人収入割額
収入割額によっ
て課税される法
人
税率 ％

譲与団体 都道府県・市町
村（特別区含
む）

都道府県・指定
都市

市町村（特別区
含む）

空港関係都道府
県
空港関係市町村

開港所在市町村 都道府県

譲与基準 都道府県・指定
都市（ ）
一般国道・
高速自動車国
道・都道府県
道の延長
一般国道・
高速自動車国
道・都道府県
道の面積

市町村（ ）
市町村道の
延長
市町村道の
面積

一般国道・
高速自動車国
道・都道府県
道の延長
一般国道・
高速自動車国
道・都道府県
道の面積

市町村道の
延長
市町村道の
面積

市町村
着陸料収
入額により
譲与
騒音が著
しい地区内
の世帯数に
より譲与

都道府県
市町村の譲与
基準により算
定した額

開港への入港に
係る特別とん税
の収入額に相当
する額

地方法人特別税収
入額（ の額を控
除した額）
人口
従業者数
法人事業税率の
特例による減収
額が財源超過額
の を超える
場合、減収額の
を限度とし

て当該超える額
を譲与額に加算

使 途 条件・制限なし
（ 年度まで
道路費用）

条件・制限なし
（ 年度まで
道路費用）

条件・制限なし
（ 年度まで
道路費用）

騒音による障害
防止・空港対策

条件・制限なし 条件・制限なし

譲与時期 ・ ・ 月 ・ ・ 月 ・ ・ 月 ・ 月 ・ 月 ・ ・ ・ 月

（出典） 総務省資料


